
●豊田市　●岡崎市　●刈谷市　●安城市
●知立市　●豊明市　●瀬戸市
●尾張旭市●大府市　●春日井市
●日進市　●長久手市　●西尾市　●みよし市　
●名古屋市のうち

　●昭和区　●千種区　●瑞穂区　●南　区
　●緑　区　●天白区　●名東区　●中　区
　●守山区　●東　区　●熱田区　●中村区
　●中川区

●愛知県愛知郡　　
●愛知県北設楽郡のうち設楽町
●岐阜県恵那市のうち上矢作町・串原
●長野県下伊那郡根羽村
●愛知県額田郡

新 規 商 品 等 検 討 委 員 会
オペレーショナルリスク委員会
信　用　リ　ス　ク　委　員　会
市　場　リ　ス　ク　委　員　会
マ ネ ロ ン 対 策 委 員 会
サイバーセキュリティ委員会

コンプライアンス委員会

総　代　会
監　事　会

理　事　会

リ　ス　ク　統　括　委　員　会

本　　部　　委　　員　　会

執行役員会
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1．預金業務
2．貸出業務・手形の割引
3．為替業務（内国為替、外国為替）
4．上記1～3の業務に付随する次に掲げる業務その他の業務

（12）
（13）
（14）

（15）

（16）

（1）
（2）
（3）

（4）
（5）

（6）

（7）

（8）
（9）
（10）

振替業
両替
デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当す
るものを除く。）であって信用金庫法施行規則で定めるもの
（⑸に掲げる業務に該当するものを除く。）
金融等デリバティブ取引
上記（5）及び（14）に掲げる業務に該当するものを除く
地域活性化等業務（信用金庫法施行規則で定めるもの）

地方債又は社債その他の債券の募集又は管理の受託業務
当せん金付証票の販売事務等
保険商品の窓口販売（保険業法第275条第1項により
行う保険募集）
確定拠出年金法により行う業務
高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく高齢者居住
支援センターからの委託事務
金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に基づく
信託業務
遺言関連業務　等
企業等の合併・買収及び営業譲渡等に関する仲介
並びに助言・指導
企業等の経営に関する情報の提供・相談並びに助言・指導
企業等の事務受託業務　等
電子債権記録機関の委託を受けて行う電子債権記録業に
係る業務

債務の保証又は手形の引受け
有価証券の売買、有価証券関連デリバティブ取引等
有価証券の貸付け
国債証券、地方債証券、政府保証証券の引受け、
募集の取扱い、及びはねかえり玉の買取り
金銭債権の取得又は譲渡及びこれに付随する業務
短期社債等の取得又は譲渡
次に掲げる者の業務の代理
①独立行政法人住宅金融支援機構
②株式会社 日本政策金融公庫
③日本銀行
④独立行政法人中小企業基盤整備機構
⑤独立行政法人勤労者退職金共済機構　他
業務の代理又は媒介（内閣総理大臣の定めるものに限る）
金庫（信用金庫及び信用金庫連合会）
信託会社又は信託業務を営む金融機関の業務の
代理又は媒介（内閣総理大臣の定めるものに限る）
三井住友信託銀行株式会社　他
国、地方公共団体、会社等の金銭の収納、その他
金銭に係る事務の取扱い
有価証券、貴金属その他物品の保護預り

（1）
（2）
（3）
（4）

（5）
（6）
（7）

（8）

（9）

（10）

（11）

5．国債証券、地方債証券、政府保証債券その他の有価証券について
　金融商品取引法により信用金庫が営むことのできる業務
6．法律により信用金庫が営むことのできる業務
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顧客保護等管理委員会

反社会的勢力対応委員会
資 産 査 定 委 員 会

A　L　M　委　員　会
D X 推 進 委 員 会

常　務　会
（理事長）

ブ ロ ック 運 営 委 員 会

地域経済研究グループ
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貸 　 出 　 審 　 査 　 会

日進市

尾張旭市
春日井市

名東区

長久手市
瀬戸市

守山区

東　区
千種区

安城市

知立市

西尾市

大府市

刈谷市

豊明市

中　区
中村区
昭和区

瑞穂区

中川区
熱田区

南　区
天白区
緑　区

みよし市
東郷町

設楽町

岡崎市

幸田町

豊田市

長野県
根羽村

岐阜県恵那市

上矢作町

串原

北設楽郡

2. 役員報酬体系について

髙橋純夫
森　敏哉

■常務理事

■常務理事

曽根英実
近藤浩通
野場孝俊
本村貴之
小池幸男
樋口　明
柏木勝広

■理　　事

■理　　事

■理　　事

■理　　事

■理　　事

■理　　事

■理　　事

■常勤監事

■監　　事

■監　　事

■監　　事

飯見　績
牧野　肇
三宅英臣
杉山基明

藤嶋伸一郎
大橋　宏
福岡祥二
二宮謙治

■会 　 長

■理 事 長

■専務理事

■専務理事

（代表理事）

（代表理事）

（代表理事）

（代表理事）

※6月13日の臨時理事会において下記新体制と
　いたしました。1. 役　員

（単位：百万円）

区　　分 支払総額
対象役員に対する報酬等

※理事 樋口明・柏木勝広は、信用金庫業界
の「総代会の機能向上策等に関する業
界申し合わせ」に基づく職員外理事です。

※監事 杉山基明は、信用金庫法第32条
　第5項に定める員外監事です。

1．対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常
勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、
職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間
中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職
慰労金」で構成されております。
（1）報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、
総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額
の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬につきましては役位や在任年
数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞ
れ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各
監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議に
より決定しております。
【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計
上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。

（2）2024年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）1．対象役員に該当する理事は13名、監事は1名です（期中
に退任した者を含む）。

2．上記の内訳は、「基本報酬」249百万円、「賞与」24百万
円、「退職慰労金」37百万円となっております。

　なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に
帰属する部分の金額（過年度に繰り入れた引当金を除く）

と当年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過
年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた
役員退職慰労引当金の合計額です。

3．使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。
（3）その他
　「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規定に基
づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営
又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官
が別に定めるものを定める件」（2012年3月29日付金融庁告
示第22号）第3条第1項第3号及び第5号並びに第2項第3号
及び第5号に該当する事項はありませんでした。

2．対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、
当金庫の非常勤役員、当金庫の職員、当金庫の主要な連結子法
人等の役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上
の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重
要な影響を与える者をいいます。
　なお、2024年度において、対象職員等に該当する者はいませ
んでした。
（注）1．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めています。

2．「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等の
うち、当金庫の連結総資産に対して2％以上の資産を有
する会社等をいいます。なお、2024年度においては、該当
する会社はありませんでした。

3．「同等額」は、2024年度に対象役員に支払った報酬等の
平均額としております。

4．2024年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以
上の報酬等を受ける者はいませんでした。

以　上
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組織図（2025年6月現在）

役　員（2025年6月末現在）




